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新 旧 対 照 表 

新 （令和 8 年 8 月） 旧 （平成 14 年 7 月） 

奈良県建設リサイクルガイドライン 
 

 

1. 目的 

「建設リサイクル推進計画２０２０～「質」を重視するリサイクルへ～」の目標値を

達成するためには、事業の初期の段階から、実施の各段階においてリサイクルの検討状

況を把握・チェックすることにより、リサイクル原則化ルールの徹底など、公共工事発

注者の責務の徹底を図ることが必要である。 

また、建設発生土等の適正な処理が一層重要となっており、「建設リサイクル法※１」

や「資源有効利用促進法判断基準省令※２」において定められている法令手続きを遵守す

ることも、公共工事発注者の責務である。 

このため、本ガイドラインでは、リサイクル計画書の作成など、建設事業の計画・設

計段階から施行段階までの各段階、積算、完了の各執行段階における具体的な実施事項

をとりまとめたものである。 

  

※１「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下、「建設リサイクル法」という。）」のこ 

と。 

※２「資源の有効な利用の促進に関する法律（以下、「資源有効利用促進法」という。）」第 15 条 

に基づく「建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項 

を定める省令（以下、「再生資源省令」という。）」及び第 34 条に基づく「建設業に属する事業 

を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判断の基準となるべき事項を定め 

る省令（以下、「指定副産物省令」という。）」のこと（以下、これらを「判断基準省令」とい 

う。）。 

 

2. 対象事業 

・全ての設計業務 

・契約額１００万円以上の公共建設工事（補助･県単） 

・資源有効利用促進法に定められた一定規模以上（表１）の工事 

表１ 資源有効利用促進法に定められた一定規模以上の工事 

再生資源利用計画書（実施書） 再生資源利用促進計画書（実施書） 

次のような建設資材を搬入する建設工事    

１．土砂…………………500m3以上 

２．砕石…………………500ｔ以上 

３．加熱アスファルト混合物 

  ………200ｔ以上 

次のような指定副産物を搬出する建設工事 

１．土砂…………………500m3以上 

２．コンクリート塊、 

アスファルト・ 

コンクリート塊 

建設発生木材 

3. 実施事項 

１）体制の整備 

目的の趣旨の達成に向けた対象事業を実施する機関（以下「対象機関」という。） 

の取り組みを支援するため、以下の会議等を設置する。 

（１）奈良県市町村建設副産物連絡会議 

（２）各土木ブロック会 

奈良県建設リサイクルガイドライン 
 

 

１．目的 

  建設リサイクル推進計画２００２の目標値を達成するためには、事業の初期の段 

階から、実施の各段階においてリサイクルの検討状況を把握・チェックすることに 

より、リサイクル原則化ルールの徹底など、公共工事発注者の責務の徹底を図るこ 

とが必要である。 

 

 

このため、本ガイドラインでは、リサイクル計画書の作成など、建設事業の計画 

・設計段階から施行段階までの各段階、積算、完了の各執行段階における具体的な 

実施事項をとりまとめたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．対象事業 

    ・全ての設計業務 

    ・契約額１００万円以上の公共建設工事（補助･県単） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．実施事項 

  １）体制の整備 

      目的の趣旨の達成に向けた対象事業を実施する機関（以下「対象機関」という。） 

の取り組みを支援するため、以下の会議等を設置する。 

    （１）奈良県市町村建設副産物連絡会議 

   

  （２）各土木ブロック会 

 

合計 
200ｔ以上 
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指標
2024

達成基準

アスファルト･コンクリート塊 再資源化率 99％以上

コンクリート塊 再資源化率 99％以上

建設発生木材 再資源化･縮減率 97％以上

建設汚泥 再資源化･縮減率 95％以上

建設混合廃棄物 排出率 3.0%以下

建設廃棄物全体 再資源化･縮減率 98％以上

建設発生土 有効利用率 80％以上

（参考値）

品目

新 （令和 8 年 8 月） 旧 （平成 14 年 7 月） 

２）再資源化率等の目標値（達成基準値） 

「建設リサイクル推進計画２０２０～「質」を重視するリサイクルへ～」の目標値

（達成基準値）を基本とし、表２に示す値とする。 

      表２ 建設副産物の再資源化率等目標値（達成基準値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参照：「建設リサイクル推進計画２０２０～「質」を重視するリサイクルへ～」 

３）リサイクル計画書等の取りまとめ 

対象機関は、リサイクルの状況を把握し、リサイクルのより一層の徹底に向けた検

討や調整を行うため、以下のものを取りまとめる。 

（１）リサイクル計画書（別添１、別添２、別添３） 

① 目的 

建設副産物の発生・減量化・再資源化等の検討・調整状況を把握する。 

② 作成時期及び作成者 

１）設計業務（概略設計、予備設計（建築工事では基本設計）（別添１）及び詳細   

設計（同実施設計）（別添２））の実施時点  

・業務成果として、設計者（設計業務の受注者等）（以下「設計者」とい 

う。）が作成し、報告書に添付する。（リサイクル計画書は「土木設計業務 

等共通仕様書（案）」第１２０９条９項にて作成が義務づけられているの 

で、対象機関は設計者に対しリサイクル計画書の作成を指示する。） 

２）工事設計書（建築工事では工事積算書）の作成時点 （別添３） 

・対象機関の当該工事の積算担当課（者）が作成する。 

 ただし、設計業務及び詳細設計を実施しておらず、かつ、資源有効利用促 

進法に定められた一定規模未満の工事の場合は、作成を省略することがで 

きる。 

（２）リサイクル阻害要因説明書 （別添４） 

①  目的 

建設副産物の再資源化・縮減率が目標値に達しない場合にその原因等を把握す

る。 

② 作成時期及び作成者 

１）工事設計書の作成時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２）リサイクル計画書等の取りまとめ 

      対象機関は、リサイクルの状況を把握し、リサイクルのより一層の徹底に向け 

た検討や調整を行うため、以下のものを取りまとめる。 

    （１）リサイクル計画書（別添１、別添２、別添３） 

      ① 目的 

          建設副産物の発生・減量化・再資源化等の検討・調整状況を把握する。 

      ② 作成時期及び作成者 

１） 設計業務（概略設計、予備設計（建築工事では基本設計）、詳細設計（同 

実施設計））の実施時点 （別添１、別添２） 

         ・業務成果として、設計者（設計業務の受注者等）が作成する。（対象機関 

は、設計者に対し、リサイクル計画書の作成を指示する。） 

 

 

 

 ２）工事設計書（建築工事では工事積算書）の作成時点 （別添３） 

   ・対象機関の当該工事の積算担当課（者）が作成する。 

 

 

 

   （２）リサイクル阻害要因説明書 （別添４） 

      ① 目的 

          建設副産物の再資源化・縮減率が目標値に達しない場合にその原因等を把 

握する。  

      ② 作成時期及び作成者 

１） 工事設計書の作成時点 
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新 （令和 8 年 8 月） 旧 （平成 14 年 7 月） 

・対象機関の積算担当課（者）が作成する。 

・工事実施時の再資源化・縮減率が積算段階と比較して１０％以上下がった 

場合には、工事完了段階において再度作成する。 

 

 

 

 

（３）再生資源利用［促進］計画書（実施書）及び確認結果票 

① 目的 

建設資材を搬入又は建設副産物を搬出する建設工事を施工する場合において、 

リサイクルの実施状況を把握し、方策を検討する。 

建設資材を搬入する場合  ：再生資源利用計画書・実施書（様式１） 

建設副産物を搬出する場合：再生資源利用促進計画書・実施書（様式２） 

確認結果票※３ 

※３  500m3 以上の土砂を工事現場から搬出する場合は、土砂の搬出に関する法令等について事前に 

確認を行い「再生資源利用促進計画の作成に伴う確認結果票（以後､「確認結果票」とい 

う｡）」を作成し、これを再生資源利用促進計画の一部として取り扱う。 

② 作成方法 

「建設副産物情報交換システム（COBRIS）（以下「COBRIS」という。）」又は所 

定の「建設リサイクル報告様式（EXCEL 様式）（以下「報告様式」という。）」 

等を利用して下記の様式を作成する。※４ 

・施工計画時点     再生資源利用計画書（様式１・イ）  

及び内容に変更   再生資源利用促進計画書（様式２・ロ） 

が生じた時点    確認結果票  

  

 

・工事完成時点       再生資源利用実施書（様式１）  

再生資源利用促進実施書（様式２） 

 

※４  COBRIS を導入していない機関及び COBRIS を利用しないで作成する場合においては、建設副 

産物実態調査の際に集計作業の効率化を図るため、国土交通省のホームページに掲載されて 

いる「建設リサイクル報告様式（EXCEL 様式）」を使用するものとする。また、受注者は、作 

成した報告様式については工事関係書類として提出するとともに、電子データについても対 

象機関に提出するものとする。 

③ 作成時期及び作成者 

１）工事の着手前 

・建設工事を請け負った受注者（元請業者等）（以下「受注者」という。）が 

作成し対象機関に提出するとともに、その内容について説明するものとす 

る。 

・対象機関は受注者に、判断基準省令に基づく責任者を工事現場に置くこと 

を周知及び指導すること。  

・対象機関は、受注者が確認結果票を作成する際に必要となる法令等の手続 

 き状況などについて、設計図書等に示すことにより情報提供すること。 

・対象機関は、受注者に対し再生資源利用［促進］計画書（工事着手前、内 

 容変更発生時）、実施書（工事完成時）、確認結果票の作成等や現場への掲 

 示等、保存期間の遵守、責任者の工事現場への配置等について、周知及び 

          ・対象機関の積算担当課（者）が作成する。 

          ・工事実施時の再資源化・縮減率が積算段階と比較して１０％以上下がっ 

た場合には、工事完了段階において再度作成する。 

          ※目標値；建設リサイクル推進計画２００２の目標値を基本とする。 

                  （コンクリート塊、アスファルト塊については、県ＩＳＯ１４００１ 

環境マネジメントシステムの環境目標とする。） 

    （３）再生資源利用［促進］計画書（実施書） 

      ① 目的 

          建設資材を搬入又は建設副産物を搬出する建設工事を施工する場合におい 

て、リサイクルの実施状況を把握し、方策を検討する。 

        建設資材を搬入する場合 ；再生資源利用計画書・実施書（様式１） 

        建設副産物を搬出する場合；再生資源利用促進計画書・実施書（様式２） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 作成時期及び作成者 

        １）工事の着手時（計画書）及び完成時（実施書） 

          ・対象機関から直接工事を請け負った建設工事事業者（元請業者）が作成 

する。 

            対象機関は、元請業者に対し、再生資源利用［促進］計画書（工事着手 

時）及び実施書（完成時）の提出及び保管を指示する。 

          ・実施状況の報告は、様式１及び２によるものとし、建設リサイクル法第 

１８条に基づく「発注者への報告等」を兼ねるものとする 

          ・対象機関は、そのデータを「再生資源利用【促進】計画書（実施書）入 

力システム」（以下「入力システム」という）に入力する。 
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 指導する。  

・受注者から再生資源利用［促進］計画書が提出されたら、対象機関はリサ 

 イクル率が推進目標に達しているかを確認し、達成してない場合は適切な  

 指導を行う。 

２）工事の施工中 

・対象機関は判断基準省令で定めるとおり、工事現場の見えやすい場所に再 

 生資源利用計画及び再生資源利用促進計画（確認結果票を含む。）を掲示、 

 又は映像による表示（以下、「掲示等」という。）を行うように、受注者 

を指導する。  

なお、様式については、判断基準省令に定められた項目を全て記載してい 

るものとし、国土交通省のホームページ内に掲載されている様式にて掲示 

することとする。※５ 

※５ COBRIS に登録している工事については、登録している内容を国土交通省が示す     

現場掲示様式で印刷することが可能である。 

・再生資源利用［促進］計画書の内容に変更が生じた場合は、計画書等（確 

認結果票を含む。）の内容を変更し対象機関に提出するように、受注者を指 

導する。 

３）工事の完成時（実施書） 

・受注者は再生資源利用［促進］実施書を作成し、対象機関に提出する。対 

象機関は内容を確認したのち、受注者に対して再生資源利用［促進］計画 

書（確認結果票含む。）とともに５年間保存するように指導する。 

４）リサイクルの徹底に向けた検討・調整等及び法令等の遵守事項等 

対象機関は、リサイクルのより一層の徹底に向け、以下の検討・調整を行う。 

また、建設リサイクル法や判断基準省令などの関係法令に定められている事項を遵

守するため、以下の対応を行う。 

（１）計画案（計画・設計方針）の策定時点 

・リサイクル計画書を基に発生抑制・減量化、再生利用のより一層の徹底のた

めの検討を行う。 

・対象業務の設計業務担当課（者）は、詳細設計発注時に「リサイクル計画書

（概略・予備設計）（別添１）」の写しを設計者に渡し、より一層のリサイク

ルを「リサイクル計画書（詳細設計）（別添２）」により検討させる。 

・建設発生土等、工事間流用が可能なものについては、他機関も含めた調整を

図る。 

・建設リサイクル法対象建設工事（以下、「建設リサイクル法該当工事」とい

う。）の特定建設資材廃棄物については、再資源化等実施義務（建設リサイ

クル法第１６条）が定められているので特に注意し計画を行う。 

・検討・調整に際しては、必要に応じて各土木ブロック会を開催し、意見聴取

を行う。 

（２）工事設計書の作成時点 

・各土木ブロック会は、リサイクル計画書及びリサイクル阻害要因説明書につ

いてチェックを行い、リサイクル原則化ルールの徹底が不十分と判断した場

合は、当該工事の積算担当課に対し、改善を指示することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３）リサイクルの徹底に向けた検討・調整等 

      対象機関は、リサイクルのより一層の徹底に向け、以下の検討・調整を行う。 

   

 

 

  （１）計画案（計画・設計方針）の策定時点 

        ・リサイクル計画書を基に発生抑制・減量化、再生利用のより一層の徹底の 

ための検討を行う。 

  

 

       ・建設発生土等、工事間流用が可能なものについては、他機関も含めた調整 

を図る。 

        

 

 

 ・検討・調整に際しては、必要に応じて各土木ブロック会を開催し、意見聴 

取を行う。 

    （２）工事設計書の作成時点 

       ・各土木ブロック会は、リサイクル計画書及びリサイクル阻害要因説明書に 

ついてチェックを行い、リサイクル原則化ルールの徹底が不十分と判断し 

た場合は、当該工事の積算担当課に対し、改善を指示することができる。 

 



5 
 

新 （令和 8 年 8 月） 旧 （平成 14 年 7 月） 

（３）工事契約前 

・対象機関は、建設リサイクル法該当工事については、入札の結果を受け、落

札者に対し建設リサイクル法第１２条（説明書）及び建設リサイクル法第１

３条（契約書添付用）の関係書類を提供し、作成を指示する。 

・対象機関は、建設リサイクル法該当工事については建設リサイクル法第１２

条に基づき、落札者から説明書｛説明書に示す添付書類（建設リサイクル法

第１０条関係＝様式第一号、別表１～３）を含む。｝の交付及び説明を受け、

落札者の提示した分別解体等の方法について適切であることを確認する。 

・次に対象機関は、建設リサイクル法第１３条に基づき落札者が作成する契約

書に添付する書面の内容が、建設リサイクル法第１２条に基づく説明書と相

違ないか、また適切であるかを確認した後に落札者と契約を交わす。 

（４）工事契約後 

・対象機関は、建設リサイクル法該当工事については建設リサイクル法第１１ 

条に基づき、工事着手前までに、関係機関（奈良県知事又は、特定行政庁の 

長）に通知しなければならない。 

・対象機関は、受注者から再生資源利用[促進]計画書の提出を受け、「リサイ  

 クル計画書（別添３）」との相違等、内容を確認する。 

・受注者は、確認結果票の内容に加え土砂の搬出先及び搬出量を運搬業者等へ 

通知する。また、対象機関は、工事契約後も受注者に対して周知や指導を行 

うとともに、適時受注者からの提示を受け、運搬業者等への通知が行われて 

いるか確認するものとする。 

（５）工事完了時点 

① 「再生資源利用[促進]実施計画書」 

・対象機関は、工事完成検査日までに、受注者から「再生資源利用[促進]実施

書」の提出を受け、内容を確認する。 

・所定の報告様式で提出された場合は、記入内容を確認したうえで、国土交通 

省のホームページに掲載している「記入内容チェックツール」にてエラーチ 

ェックを行い、エラー等があれば受注者へ適宜修正を指示する。 

② 「土砂受領書(以下､｢受領書｣という｡)※６」 

対象機関は、受領書に関する下記のことについて、監督員から受注者に周知や

指導を行い、完成検査等でその実施状況を確認する。また、資源有効利用促進

法で定める一定規模未満で受領書の交付対象でない工事であっても、土砂が適

切に処分等されたことがわかる資料は必要となるので注意（残土証明書等）。 
※６ 受領書について様式に規定はない。既に独自の様式で搬出先や搬出量等を管理して 

いる場合は、既存のもので受領書に記載すべき内容が確認できるのであれば、代用 

可能。新たに受領書を作成したり、受領書の様式等を変更したりする必要はない。 

・受注者は、再生資源省令で定める一定規模以上の計画作成対象工事のうち 

土砂を搬入する工事については、搬出元の管理者（工事現場の場合は工事の元 

請業者等）に対し、受領書を交付するものとする。 

・受注者は、上記を含む土砂を搬入する全ての工事において、搬出元の管理者 

（工事現場の場合は工事の元請業者等）から受領書の交付を求められた場合 

は、これに応じるものとする。  

・受注者は、指定副産物省令で定める一定規模以上の計画作成対象工事のうち 

土砂を搬出する工事においては、搬出先の管理者（工事現場の場合は工事の元 

請業者等）に受領書の交付を求める。  

（３）工事契約前 

       ・工事担当課は、建設リサイクル法第１２条に基づき、落札者から説明を受 

け、落札者の指示した分別解体等の方法について適切であることを確認す 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）工事完了時点 

        ・対象機関は、請負業者から提出される再生資源利用［促進］実施書をチェ 

ックし、そのデータを入力システムに入力する。 
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・受注者は、受領書の交付を受けた時は、再生資源利用促進計画に記載される 

内容と一致することを確認し、これを５年間保存するものとする。 

・受注者は、搬出先から受領書の交付が得られない場合は、搬出先の所在地や 

搬出量、搬出完了日を記録し、運搬車両の運行記録など搬出を証する書類を 

整理し保存するものとする。  

・搬出元と搬出先の管理者（工事現場の場合は工事の元請業者等）が同一の者 

である場合は、「土砂搬出及び受領証明書（以下、「搬出証明書」という。）」 

を作成し、受領書と同様に取扱うものとする。  

５）リサイクル実施状況の取りまとめ 

提出データについては、建設副産物実態調査の際に技術管理課にて取りまとめるこ

ととする。 

 

4. その他 

・リサイクル計画書の様式については、別添を使用する。 

・「再生資源利用［促進］計画書（実施書）」や「確認結果票」、「土砂受領書」、「土砂搬

出及び受領証明書」等の様式は、国土交通省のホームページ等を参照のこと。 

・工事内容を変更する際には、個々のケースにより必要な段階まで遡って検討・調整等

を改めて実施する。 

 

 

附則 

このガイドラインは、平成１４年７月１６日から施行する。 

このガイドラインは、令和８年８月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ４）リサイクル実施状況の取りまとめ 

      入力システムに入力されたデータは、土木部技術管理課が半期毎にで取りまと 

めることとする。 

 

４．その他 

  ・３．実施事項 ２）リサイクル計画書等の取りまとめにより作成されるリサイク 

ル計画書等の様式については、別添を使用する。 

 

  ・工事内容を変更する際には、個々のケースにより必要な段階まで遡って検討・調 

整等を改めて実施する。 

 

 

 

 

 

 


